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江戸川区設計等委託契約標準約款 

 

（総則） 

第１条 乙は、この契約について仕様書及び図面等（以下「仕様書」という。）に基づいて、甲の指定期日までに履行を

完了しなければならない。 

２ 履行に要する費用はすべて乙の負担とする。また、仕様書等に明示していない事項でも業務の性質上必要な事項は乙

の負担で履行しなければならない。 

３ 乙は、履行に当たり充分な損害の発生防止措置を執らなければならない。損害の発生防止に関し、相当の設備をなさ

ず、又は注意を怠ったと認められるときは、その賠償責任は、すべて乙の負担とする。 

４ 乙は、指定期日までに履行を完了することができない理由が発生したときは、その都度遅滞なく、その理由及び影響

日数等を明記した書類を甲に届け出なければならない。 

５ 乙は、天災事変その他やむを得ない理由により、指定期日までに履行を完了することができないときは、その理由を

明記した書類を添えて、期日延期の願出をすることができる。この場合において、甲はその願出に相当の理由があると

認めたときは、これを承認することができる。 

 

（監督） 

第２条 甲は、必要があるときは、甲の職員による立会い、指示その他の方法により、乙の履行状況を監督することがで

きる。 

 

（検査） 

第３条 乙は、履行が完了したときは、直ちにその旨届け出て、甲の定める検査を受けるものとする。 

２ 甲は、前項の届出があったときは、10 日以内に検査を行うものとする。 

３ 検査に合格しないとき、甲は１回に限り、日時を指定して手直しを認めることができる。この場合において、乙は、

当該手直しが終了したとき、再び甲に届けて、その検査を受けなければならないものとし、検査に合格したときをもっ

て、履行を完了したものとする。 

４ 乙は、甲の指定する日時において、検査に立ち会うものとし、乙が立会いをしないときは、検査の結果について、異

議を申し立てることができない。 

５ 乙が手直しに応じないとき、その他この契約から生ずる義務を履行しないときは、甲は、乙の負担でこれを執行する

ことができるものとする。ただし、これにより乙に生じた損害について、甲は賠償の責任を負わないものとする。 

 

（契約不適合責任）  

第３条の２ 引き渡された目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）

であるときは、甲は乙に対し、目的物の修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。 

２ 乙が前項に規定する履行の追完に応じないときは、甲は、乙に対し、契約不適合の程度に応じて代金の減額を請求し、

あるいは、乙の負担で甲自ら履行の追完を行うことができる。甲自ら履行の追完を行う場合において、乙に生じた損害

について、甲はその賠償の責任を負わないものとする。 

３ 前２項の規定は、引き渡しを受けた日から１年以内でなければ請求できない。ただし、契約不適合が乙の故意または

重過失による場合は、この限りでない。 

４ 第１項及び第２項の規定は、甲による損害賠償請求及び第７条第１項による解除権の行使を妨げない。 

 

（請求及び支払い） 

第４条 甲は、検査完了後、乙から適法な支払請求書（分割支払を必要とする契約の支払内訳に基づく支払請求書を含

む。）を受理した日から 30 日以内に甲の指定する金融機関において、当該請求額を支払うものとする。 

 

（遅延違約金） 

第５条 乙は、指定期日までに履行を完了しないときは、延滞日数に応じ、契約金額につき契約日における政府契約の支

払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した

額(年当たりの割合は、閏(じゅん)年の日を含む期間についても、365 日の割合とする。なお、その額に 100 円未満の

端数があるとき又は 100 円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨てる。)を違約金として、甲に納付す

るものとする。 

２ 第３条第３項の規定による履行を指定した日までに完了しないときは、乙は前項の規定によって違約金を納付する

ものとする。 

３ 違約金徴収日数の計算については、検査に要した日数を算入しない。 

 

（変更等） 

第６条 甲が、必要があると認めたときは、乙と協議のうえ契約の全部若しくは一部を変更し、又は解除することができ

る。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合において履行部分があるときは、甲は、当該履行部分のうち検査に合格した部

分に対する契約代金相当額を支払うものとする。 

３ 契約締結後において、天災事変等その他の不測の事件に基づく経済情勢の激変により契約金額が著しく不適当であ

ると認められる場合は、その実情に応じ、甲乙協議のうえ、契約金額を変更することができる。 
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４  第１項及び第２項の規定は、甲が第３条の２に基づく契約不適合責任の追及として、履行の追完の請求、代金減額の

請求、損害賠償の請求又は解除権の行使を行う場合は、適用しない。 

 

（甲による契約解除） 

第７条 乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、甲は契約を解除することができる。 

（１） 乙の責に帰する事由により期限までに契約を完了しないとき、又は完了の見込みがないとき。 

（２） 契約の解除を申し出たとき。 

（３） 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当するに至ったとき。 

（４） 前３号のほか、この契約条項に違反したとき。 

２ 前項の規定により契約を解除したときは、乙は、契約金額の 100 分の 10 に相当する金額を甲に支払うものとする。

ただし、乙の申出に正当な理由があると甲が認めるときは、甲はこの規定を適用しないことができる。 

 

（損害賠償） 

第８条 前条第１項の規定による契約解除により、甲が同条第２項の規定による金額を超えて損害を受けたときは、同項

の金額に当該超過損害額の全部又は一部を加算して乙に対して損害賠償を請求できるものとする。 

２ この契約の履行に関し、第三者に対して損害を及ぼしたときは、乙がその賠償の責任を負う。ただし、その損害が天

災その他不可抗力によるときは、甲乙協議してその賠償の責任を定めるものとする。 

 

（相殺） 

第９条 甲は、この契約において、乙に対して有する金銭債権があるときは、乙に支払うべき代金と相殺し、なお不足を

生じるときは、さらに追徴するものとする。 

 

（権利義務の譲渡又は担保の禁止） 

第 10 条 乙は、この契約から生ずる権利義務を第三者に譲渡し、又は担保に供することができない。ただし、甲の承認

を得た場合は、この限りでない。 

 

（再委託等の禁止） 

第 11 条 乙は、この契約について、業務の全部又は主要な部分を一括して第三者に委託することができない。 

 

（秘密保持）  

第 12 条 乙は、この契約によって知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

２ 乙は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び個人情報保護に関する特約条項を遵守しなければ

ならない。 

 

（疑義の協議） 

第 13 条 この契約条項の解釈について疑義を生じたとき、又はこの契約条項に定めのない事項については、甲乙協議し

てこれを定める。 

 

（江戸川区契約事務規則の遵守） 

第 14 条 乙は、この契約条項のほか、江戸川区契約事務規則（昭和 39 年３月江戸川区規則第３号）を遵守しなければな

らない。 

 

(前払金) 

第 15 条 甲は、契約書で前払金の支払を約した場合において、乙が公共工事の前払金保証事業に関する法律(昭和 27 年

法律第 184 号)第２条第４項に規定する保証事業会社(以下「保証事業会社」という。)と契約書記載の契約期間を保証

期限とする同法第２条第５項に規定する保証契約(以下「保証契約」という。)を締結したときは、次の各号の区分に応

じ、乙の書面に基づく請求により、前払金として支払う。 

(１) 【削除】 

(２)  土木、建築及び設備等の工事に係る設計、調査及び測量 

契約金額の３割を超えない範囲内の額(10 万円未満の端数は切り捨てる。) 

２ 乙は、前項の前払金の支払を受けようとするときは、この契約締結後(甲が別に前払金の請求時期を定めたときは、

その時期)に、保証事業会杜と締結した保証契約を証する書面(以下「保証証書」という。)を甲に提出したうえで、前

払金の請求をしなければならない。 

３ 甲は、前項の請求を受けたときは、遅滞なく第１項の前払金を支払う。 

４ 甲は、前項の規定にかかわらず、予算執行上の都合その他止むを得ない理由があると認めるときは、前払金の全部又

は一部を支払わないことができる。 

 

(契約金額の増減による前払金の追加払又は返還) 

第 16 条 甲は、前条第１項の規定により前払金の支払をした後、委託内容の変更その他の理由により契約金額を変更し

た場合において、その増減額が著しいため、前払金の額が不適当と認められるに至ったときは、甲の定めるところによ

り、前払金を追加払し、又は返還させることができる。 
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２ 乙は、前項の規定により、受領済の前払金に追加してさらに前払金の支払を受けようとするときは、あらかじめ保証

事業会社と締結した保証契約を変更し、変更後の保証証書を甲に提出したうえで、前払金の追加払を請求しなければな

らない。 

３ 乙は、甲から第１項の規定による前払金の返還請求を受けたときは、当該契約変更の日以後、甲が指定する日までに

受領済みの前払金額から超過額を返還しなければならない。 

４ 前項の場合において、甲は、乙が返還期限までに前払金を返還しないときは、返還期限の翌日から返還の日までの日

数に応じ、未返還額につき契約日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条

の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した額(年当たりの割合は、閏(じゅん)年の日を含む期間について

も、365 日の割合とする。なお、その額に 100 円未満の端数があるとき又は 100 円未満であるときは、その端数額又は

その全額を切り捨てる。)を遅延利息として支払わなければならない。 

 

(保証契約の変更) 

第 17 条 乙は、契約期間が延長された場合は、甲がその必要がないと認める場合を除き、直ちに保証契約を変更し、変

更後の保証証書を甲に提出しなければならない。 

２ 乙は、契約期間が短縮された場合において、保証契約を変更したときは、乙は、変更後の保証証書を甲に提出しなけ

ればならない。 

 

(前払金の使途制限及び返還) 

第 18 条 乙は、前払金をこの委託に必要な経費以外の経費の支払に充ててはならない。 

２ 乙は、前項の規定に違反した場合又は保証契約が解約された場合は、既に支払われた前払金を、直ちに甲に返還しな

ければならない。 

３ 乙は、前項の規定により前払金を返還する場合は、前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ、当該返還額に

契約日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条の規定に基づき財務大臣が

決定する率を乗じて計算した額(年当たりの割合は、閏(じゅん)年の日を含む期間についても、365 日の割合とする。

なお、その額に 100 円未満の端数があるとき又は 100 円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨てる。)

を利息として支払わなければならない。 

 

(前払金等の不払に対する乙の委託中止) 

第 19 条 乙は、甲が第 15 条の規定に基づく支払を遅延し、相当の期間を定めてその支払を求めたにもかかわらず支払を

しないときは、委託の全部又は一部の履行を一時中止することができる。この場合において、乙は、遅滞なくその理由

を明示した書面をもって、その旨を甲に通知しなければならない。 

 

（契約の効力） 

第 20 条 この契約を電子契約にて締結する場合には、電子署名の措置を行った日にかかわらず、この契約書に記載の年

月日より効力を有する。 

 

 

＜工事／設計等委託 2026.1＞ 

 

 


